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ただしここでは，クリステンセンにおける sustaining innovation が incremental 











例えば，家庭用 VTR は，1975 年に発表されたソニーのベータマックス（β -MAX），
1976 年に発表されたビクターの VHS によって，本格的に市場に登場した。しかし，当初
の製品は 25 万円以上の高価格で，それを購入するのは高所得者層に限られていた。
しかし，1985 年頃になると，日本製 VTR の最低価格は 5 万円以下に低下した。さら
に VTR は，長時間録画が可能となり，映像もより鮮明になって，機能面でも大きな進歩










































































































































































同社は，2002 年から，京都大学と有機 EL エレクトロニクスデバイスに関して，NTT，


























































































































































Shimizutani and Yokoyama （2009）によると，1990 年には正社員の平均勤続年数が，
男性 12.63 年，女性 7.33 年であった。これに対して，2003 年には，男性 14.05 年，女
性 9.42 年となっている。この結果は，長期雇用が崩壊しているという考え方を支持しない。
Ono （2010）は，学校を卒業してすぐに現在の職場に就職し，それ以来，同じ職場で
働き続けている労働者の比率を計算している。それによると，1980 年から 2000 年にか
けて，終身雇用労働者の割合が大きく増加している。
従業員 1000 人以上の大企業で働く大卒の 50 ～ 54 歳の男性終身雇用労働者では，
1980 年の 34.1％から，2000 年時点で 55.2％もの値になっている。すなわち，2 人に 1
人が 1つの職場しか経験していないことが分かる。
「社会階層と社会移動全国調査」（SSM 調査）を用いて同様の分析の結果，1990 ～
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